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Ⅰ．はじめに―研究課題―
自然に囲まれ、四季折々に美しい風景が広がる日本の農村
は、食料の供給にとどまらず、環境・国土保全、水源涵養、
文化伝承、癒し・やすらぎの提供、体験学習等、多面的な
機能が評価されてきた（注１）。しかしながら、農村地域では過
疎化が進み、農業、農村を支えてきた農家の高齢化や後継
者不足により耕作放棄地や鳥獣害が拡大、農村の有する機
能が低下するとともに、抱える問題は深刻の度を増している。
最近では、地方の消滅可能性が議論され（増田 2014）、農
村振興は地方創生の観点からも重要な政策課題となってい
る。
一方、近年、都市住民の農村に向けるまなざしが変化し
てきている。「食料供給地としての農村」というだけではなく、
農業、農村のもつ多面的機能に関心を寄せ、憩いや癒し、また、
出会いや学びを求めて都市農村交流が拡大し、農村への移
住願望が高まっている（注２）。
都市住民が農村で行う都市農村交流は、休養や癒しを求
める農村生活体験、農家レストラン・農産物直売所の利用と
いう「食」に関する地産地消、観光農園・市民農園など「農
業体験」や「農作業」を通じた交流、学習機能に注目した「子
どもの農業体験学習」、企業や学生等の「農村ボランティア」
や「農村ワーキングホリデー」、新規就農を支援する「農業
技術を学ぶ研修」など、さまざまである。　
また、農村への滞在形態に注目すると、「農家民宿」や「ク
ラインガルテン」など一時的な滞在から、週末田舎暮らしなど
の二地域居住、また、移住（ＵＪＩター ン）し、田舎暮らしを行う「定
住」（長期）まで包括しており、都市農村交流は広い概念を
有している。（注３）
一方、農村サイドからも都市住民の交流ニーズに対し、農
家所得の向上、農村の多面的な機能を維持するための支援
者や担い手確保、また、分離・対立が進んだ都市と農村を目
に見える関係でとり結ぶとして意義や効果が議論されてきた。
（注４）さらに、このような都市農村交流については、それぞれの
時代区分により求められる研究課題に対応し、経済学、社会
学等の領域から考察され、分析が行われてきた。　
本論文では、日本におけるこれまでの都市農村交流をめぐ
る研究の動向を整理するとともに、新たに求められる研究課題
を考察する。
Ⅱ．都市と農村の関係性をめぐる時代背景と施策展開
都市農村交流の展開過程をみると、それぞれの時代背景
により公共的な意義を見出され、国の政策に後押しをされ、
特に1990 年代以降は、関係省庁が連携して実施した政策
群により推進され、発展してきた経緯がある。（注５）
都市農村交流政策は、旧国土庁が打ち出した「交流人口
論」が初端となったと言われている（注６）が、政策形成の要
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因を分析すると、主に次の３方向からの形成を認めることがで
きる。①国土交通省（旧国土庁）による国土計画の面から、
急速に人口集中した都市部の緩和と地方への還流をめざした
農村への交流・定住政策、②総務省による山村地域から農
村地域に拡大していった過疎地域政策、③農林水産省によ
る農林業低迷という構造的課題に対する農業・農村地域政
策である。
時代区分により、都市農村交流の研究動向に特徴がみら
れることから、それぞれの時代の都市と農村の関係と、それ
に対応する都市農村交流政策の展開を表１に整理しておく。
１．高度経済成長期
1950 年代初頭から1970 年代半ばにかけての高度経済成
長は、わが国における社会資本整備を推し進め、「重厚長大」
型産業の発展はエネルギー革命をもたらした。燃料は石炭か
ら石油へ転換し、山村の主要な副業であった薪炭の需要も
急激に減少した。薪炭市場の縮小は、山村地域の過疎化の
内的要因となったといわれている（岡田ら2007）。
工業化の進展により、都市では農村からの人口が流入し、
過密問題が深刻になっていった。農村の豊かな自然に癒しや
やすらぎを求める都市住民のニーズに対応し、自然休養村事
業が創設され（1971）、農村の滞在施設が整備された。この
時期、観光農園事業に取り組む農家も現れた。
一方、山村地域の人口減少にはじまった過疎問題に対応
するため、過疎地域対策緊急措置法が制定された（1970）。
過疎法は法期限ごとに見直しが行われ、地域要件や対象事
業が追加されて現在まで延長されている。過疎地域の指定を
受けた市町村では、法による地財措置や補助金により、地域
の生活面の施設整備や産業振興の事業が実施されてきた。
２．オイルショック後の低成長期
1970 年代後半には低成長時代に入る。第 3 次全国総合
開発計画（三全総）（1977）では、地方における定住圏構
想が提唱された。この時期、景気低迷もあり、地方から都市
への人口移動が一時的に沈静化する。一方、重化学工業
の構造不況が現出、企業は合理化投資やコスト削減を行い、
欧米に自動車、電気機械などを積極的に輸出した。この結果、
1980 年代前半には貿易摩擦問題が浮上、国際的な摩擦解
消圧力のもと農産物輸入の政策手段がとられた。
日米交渉により段階的に輸入枠が拡大し、国内に輸入農
産物が増えていった。米、ミカンなどの農産物は、生活スタイ
ルの変化による消費量減少とも相まって価格が低迷した。農
家経営の複合化、多角化を推進する政策のもと、農産物加
工や直売などの副業に取り組む農家が増加していった。また、
農村地域への工業導入により兼業農家が増加し、農家経営
の主体は女性や高齢者となっていった。
女性等による農産物加工や直売などの副業は、後に女性
起業の源流となっていく。
３．バブル期
オイルショック後の物価高騰は地価暴騰へとつながり、1980
年代後半にはバブル経済を招く。前川リポ トー（1986）後に
策定された第 4 次全国総合開発計画（四全総）では、内需
拡大、交流ネットワーク構想が打ち出された。農村の発展は
都市の成長との結びつきの中で考えられ、「総合保養地整備
法（リゾ トー法）」の制定（1987）等、外来型の地域開発が
進められた。計画の目標である「国土の均衡ある発展」は、
農村を都市に近づけるため、農村のインフラ整備をめざしたも
表１　都市農村交流に関する政策展開
資料：暉峻（2013）等により筆者作成
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のであった。
この時期、経済のグローバル化が進み、東京は国際都市
へと成長していく。人や企業が東京へと一極集中していく一
方で、農村では、特に生産や生活の条件が不利な中山間地
域において人口が減少し、農村の過疎・高齢化の深刻な状
況に「限界集落」という言葉が使われた（1992）。
農林水産省は、国際的な農産物輸入自由化圧力の高まり
のなか、「新しい食料・農業・農村政策の方向」（新政策）
を公表（1992）し、農地集積、効率的・安定的経営体の形
成を目指し、認定農業者制度の創設や組織の法人化の推進
など、経営の大規模化による農業経営基盤の強化を図った。
一方、グリー ンツ リーズムを「緑豊かな農村地域において、
その自然、文化、人 と々の交流を楽しむ、滞在型余暇活動」
と規定し、都市と農村の共存関係構築を重要な施策と位置
づけた。その後、「市民農園整備促進法」（1990）や「農
山漁村滞在型余暇活動のための基盤整備の促進に関する法
律」（1994）が制定された。農村では農業構造改善事業によ
り、公設の滞在施設の整備がすすめられた。ウルグアイラウン
ド農業合意（1994）後は農産物輸入が急速に拡大し、農産
物価格の低迷を背景に農村地域政策としてグリー ンツ リーズム
が強力に推進された。
４．ポストバブル期
1990 年代後半以降はバブル経済の崩壊にともない、農村
ではそれまでの民活主導の大規模・画一型の地域開発に頼
るのではなく、地域住民、民間事業者、自治体が連携し、
内発的に地域固有の資源を活用した農村リゾ トーを創ろうとす
る気運が盛り上がった。
この時期、東京への一極集中がさらに進み、「21 世紀の
国土のグランドデザイン（五全総）」（1998）では、多軸型国
土形成を基本目標に、「多自然居住地域の創造」による農村
への移住・定住政策が推進された。
また、ＪＡは農産物直売所を通じた地産地消強化を決議し
た（2000）。農産物の直売は、個々農家による庭先販売か
ら、ＪＡや行政等が地元農家による直売体制を整え、設置し
たファー マーズマーケットや「道の駅」などに農家が農産物
を持ち寄って販売する大規模施設経営が普及していった。Ｂ
ＳＥ問題（1996, 2003）や産地偽装問題（2002）もあり、直
売所には、安心、安全な食を求めて都市からの客が多く集まっ
た。やがて、これらの施設は、都市農村交流の場としても注
目を集めるようになっていく。
一方、農家民宿の規制が緩和（2003）されたことにより、グリー
ンツ リーズムは全国的に広がっていった。「都市と農山漁村の
共生・対流推進会議（オ ラーイ・ニッポン会議）」（農林水産省）
（2005）、「移住・交流推進機構（ＪＯＩＮ）」（総務省）（2007）
などの全国的な推進組織が設立された。
日本は人口減少局面に入り、さらに、団塊の世代が退職期
を迎えるという時代背景も加わり、都市農村交流による農村活
性化が注目された。その取り組みは、関係省庁連携による政
策群により全国的に拡大していった。
また、総務省・文部科学省・農林水産省の３省連携により「子
ども農山漁村交流プロジェクト」が開始（2008）され、農家の「お
母さん」である女性が主要な役割を果たし、都市農村交流
における女性の役割が注目された。
５．リー マンショック後
リー マン・ブラザーズ破綻による世界金融危機（2008）は
若者の意識を変化させた。都市はもはや安定した雇用を提供
する場ではなくなり、若者の非正規雇用の増加や派遣切りが
問題となった。また、東日本大震災（2011）は、人と人、家
族相互のつながりを見直すきっかけになった。経済的な豊かさ
よりも人とのつながりを求め、社会や地域の役に立ちたいと願
う若者が少しずつ増加した（注７）。その中には、農村へ目を向
ける若者も現れた（注８）。
一方、農村では、過疎化や高齢化により集落機能の低下
が深刻化し、特に条件がきびしい中山間地域では、生活空間
としての集落の消滅がみられるようになってきた。
政府が打ち出した「まち・ひと・しごと創生総合戦略」（2014）
により、地方への人材還流は国家的な政策課題となり、地方
の自治体は移住・定住政策に本腰を入れて取り組み始めた。
さらに、農家が行ってきたグリー ンツ リーズムなどの都市農村
交流は、個別農家の経済活動から、地域の集落全体の取り
組みへと拡大し、行政やＪＡ等の関係団体と協働した地域づく
りへと発展している。
都市農村交流に関する研究は、以上の時代区分に対応し
て次のような特徴がみられる。① 1980 年代後半から90 年代
前半には、農産物輸入自由化に対する農業経営の多角化、
複合化の動きのなか、農村における「女性起業」に関する
研究が行われた。② 1990 年代後半から2000 年代前半はバ
ブル経済が破たんし、外来型リゾ トー開発への反発から、内
発型農村リゾ トーの気運が高まり、内発的発展論が議論され
た。③ウルグアイラウンド農業合意後の交流産業の進展は、
日本型グリー ンツ リーズムの議論を活発化した。④ 2006 年ご
ろから2010 年代前半には、新しい内発的発展や協働的地
域づくりの議論が高まってきた。
次に上記の時代区分における各分野の研究動向を整理す
る。
Ⅲ．都市農村交流にかかる「女性起業」に関する研究動向
1980 年代以降の貿易摩擦問題による農産物輸入枠の拡大
は農産物価格の低迷を招き、農村では経営の多角化のため、
農産物加工や直売などの副業に取り組む農家が増加した。
本業である農林漁業のかたわら、農家の「お母さん」である
女性が、副業として、農産物直売、加工品開発などの交流
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産業に取り組みはじめた。このような取り組みは女性起業を生
み、男女共同参画の視点からも注目され、研究課題となって
いった。
農村女性は、かねてより行政による生活改善の指導や農協
女性部の活動において、自身の家族の健康管理を考え、また、
「食」の幅を広げるため、地域に産出する農産物を使った
加工を共同で行ってきた。この「自給的農産加工」が、女
性の起業につながっている。
宮城（2008）は、農村の女性起業について、農産加工
は自らの食卓を豊かにするための保存・加工の技術を事業化
したものであり、直売は自給用の農産物の余剰を近隣で交換
してきたことが根底にある、女性たちは「生活を外部化」す
ることにより、グリー ンツ リーズム事業への起業につなげていっ
たと生活の外部化の視点で考察している（注９）。また、男女共
同参画の視点から、自家農業経営への参画により農村女性の
「個」の形成（自立化）が拡がり始めているが、農村住民
の生活空間である農村を「外部化」するグリー ンツ リーズムの
意思決定・方針決定においても「生活者」として敏感な女性
の参画が重要になるであろうと述べている。
一方、安倍（2004）は女性起業について、「『自給』を基
調として農産加工技術の向上や郷土食の伝承・普及、さらに
は地域特産物の生産と活用などを取り込んでおり、起業し、こ
れらを『事業』として取り込むのは、当初の趣旨とは次元が
異なっている。」と述べ、農村女性起業が乗り越えなければな
らない課題を指摘している。
農村女性は、日本の伝統的なイエ・ムラ制度の農村社会の
枠組みの中で、農業の補助、家事を担う存在として、長く低位、
補助的なポジションに置かれてきた（注１０）。しかしながら、農村
における都市農村交流の普及が、女性の主体形成を促した
ことを指摘する研究がある。
藤田（2011）は、都市農村交流への参加が、農家女性
が農村社会の閉鎖性や「いえ」規範から脱却し、「個」の
確立を進める上での試金石となっていると指摘する。
また、山崎（2011）は、グリー ンツ リーズムのひとつである
農家民宿について、必ずしも大きな所得効果が期待できず、
農業多角化の一手段であるとしながらも、農村女性をエンカレッ
ジする側面を重視し、普及の必要性を論じた。
一方、徳野（2011）は農村生活の現代的特徴として「二
元的構造」を指摘し（注１１）、男性壮年層の集落外活動のウェ
イトの高まりは地域活動への参加度の低下を招いているとし
て、人口減少や生活構造の変化に対応させた地域運営シス
テムの再構築のため、農村で重要な役割を果たしている女性
の地域運営への参加の必要性を指摘している。
高度成長期以降の農業の兼業化と高齢化の進行により、
女性は農業経営の担い手として位置づけられ、また、過疎化
が進む農村を支える重要な存在として認識されるようになって
きた。また、加工、直売、農家民宿などの都市農村交流は、
女性起業のハ ドールを低くし、経済面での自立や農家経営へ
の参画の経験は、農村における女性の主体形成を促進してき
た。女性起業を基軸に都市農村交流へとつながる一連の研
究では、農村社会における「イエ・ムラ」制度により長年にわ
たり固定化してきた農村女性の役割が、都市農村交流を通じ
た女性起業により変化してきていることを指摘するものが多い。
このような女性が自立した経済活動は、後に「６次産業化」
として拡大し、地域として取り組む「コミュニティビジネス」へ
とつながっていく。
Ⅳ．都市農村交流の視点からみた「内発的発展論」の研
究動向
１．ポストバブル期の内発的発展論
1990年代初頭のバブル経済崩壊後の大規模・外来型リゾー
ト開発から、地域主体の農村リゾ トー創造へ向かう気運は、
内発的発展の議論を活発化させた。
農村における内発的発展論については、農村の地域づくり
が国家や企業に依存し、他律的に行われてきた外来型開発
に対する批判から、地域住民主体の発展論として提起され、
多様に展開されてきた経緯がある。
鶴見（1989）は、民俗学の立場から内発的発展の特性を
整理し（注１２）、西欧をモデルとする近代化論に対し、後進国お
よび発展途上国において、先発先進国の中央集権的支配に
よる他律的な発展に抗し、次のように指摘した。
「内発的発展論とは、目的において人類共通であり、目標
達成への経路と、その目標を実現するであろう社会のモデル
については、多様性に富む社会変化の過程である。共通目
標とは、地球上のすべての人々および集団が、衣・食・住・
医療の基本的必要を充足し、それぞれの個人の人間としての
可能性を十分に発現できる条件を創り出すことである。それは、
現在の国内および国際間の格差を生み出す構造を、人々が
協力して変革することを意味する。
そこへ至る経路と、目標を実現する社会の姿と、人々の暮
らしの流儀とは、それぞれの地域の人々および集団が、固有
の自然生態系に適合し、文化遺産（伝統）に基づいて、外
来の知識・技術・制度などを照合しつつ自律的に創出する。
地球的規模で内発的発展が展開されれば、それは多系的
発展となる。そして、先発後発を問わず対等に、相互に手本
交換をすることができる。」
鶴見は、内発的発展の分析の単位を地域とし、地域につ
いて「定住者と漂泊者と一時漂泊者とが相互作用することに
よって、新しい共通の紐帯を創り出す可能性をもった場所」と
定義している。都市農村交流の視点では、内発的発展の担
い手である地域内のキ ・ーパーソンが、「漂泊者」「一時漂
泊者」である外部からの人材と共同で「伝統のつくりかえ」
の実践を行うことが重要であると指摘している点に注目したい。
また、宮本（1989）は、地域経済学の領域から地域開発
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と公害・環境問題を長年研究し、高度成長政策等の大企業
や公共事業による外来型の地域開発の問題点を指摘し、「地
域の企業・組合などの団体や個人が、自発的な学習による
計画をたて、自主的な技術開発をもとに地域の環境を保全し
つつ資源を合理的に利用し、その文化に根ざした経済発展を
しながら地方自治体の手で住民福祉を向上させる地域開発」
による内発的発展を提唱した。
一方、保母（1996）は、内発的発展を政策論の視点から
捉え、中山間地域の人口と社会を維持するために次の３つの
施策を提案している。①Ｕター ンやニュ カーマーの参入を促進
して地域の若者を増やしていく人口追加策、②地域の産業
振興の方法として、地域にある既存産業・企業の育成、そのネッ
トワーク化 ( 内発的発展 )、地域にないか不足する分野、ま
たは地域資源を活用する分野における産業・企業の創出（内
発的発展）、域外からの企業誘致（外来型発展）の組み合
わせ、③農村ならではのゆとりと豊かさの追求を目標とした生
活基盤の整備、医療・福祉、教育・文化の充実
そして、保母は、農山村地域の維持、発展を図る政策とし
て、第一に、各地域が持つ資源、技術、産業、人材、ネットワー
クなどを活かして、自らの努力によって地域の技術力、経営力、
資金力を強化する内発的発展による「農村の自前の発展努
力」、第二に、農村地域の問題は農村居住者だけではなく、
農村が持つ多面的な機能を享受する都市居住者自身の問題
でもあることから、農村側が対等な立場で都市の力を活用す
るための農村と都市との交流・連携を強めること、第三に、
国家支援は不利な競争条件下にある中山間地域を、他と同じ
スター トラインに立たせるために必要であることから、国家財政
による中山間地域維持政策が必要であると述べている。
保母は、また、内発的発展における「農村と都市との連
携」については、農村地域の自前の発展努力を基礎に、そ
の上に都市及びその他地域との連携を構築することになるが、
大切なことは、内発的に、地域の発展方向や条件を考慮し、
地域の意思により都市との連携を推進することであると、地域
の自律性に則った都市との連携を重要視した。
また、宮本（1998）は、農村は従来の中央政府頼みの補
助金依存による発展を図るのではなく、内発的発展による農
村改革が必要であると主張し、自治体、産業組織としての農
協、その他の経済組織がリー ダーシップをとることが重要であ
ると指摘した。そして、農村の存続なくして都市の発展はあり
得ないと論説し、農村の存続のためには都市との交流と連帯
がどうしても必要であり、中央政治による集権的な資金の垂直
的調整ではなく、都市と農村の間で、直接的、水平的な財
政調整を行うシステムをつくることを提案している。
保母、宮本はそれまでの外来型の地域開発に対置して、
地域の自律による内発的発展を提唱したが、両氏とも都市農
村交流の意義及び必要性に言及していることを確認しておき
たい。
２．新しい内発的発展論
このような農村の内発的発展に関する研究は英国において
も行われており、英国ニュ カーッスル大学・農村経済センター （Ｃ
ＲＥ）の研究では、農村に閉じられた内発的発展論に対し、
外来的な力と内発的な力の関係において地方自らがハンドリン
グできる能力を高めることを指摘するネオ内発的発展論が論じ
られている（注１３）。
小田切（2012）はＣＲＥの研究から1970 年代に英国にお
いてみられる「逆都市化」の流れを取り上げ、「豊かな人々
が通勤のため、リタイアのため、また、農村で勃興・拡大する
ビジネス部門で働くため、町や都市から離れて農村に移り住
む」という逆都市化の現象は、日本においては本格的には発
生しなかったため、農山村再生のためには「外部の力」の
存在を当然としていたと述べている。
また、小田切（2008）は「わが国では農山村再生のため
に外部の力をさらに強調しなくてはならない段階にある」とし、
過疎化やグローバリゼーションが一層加速化する現在の農村
社会では、従来以上に外部資本の必要性とその外部資本を
農村に取り込み、内部化することが求められると強調した。そ
して、ネオ内発的発展論が指摘する「外部の力」を活用
する内部能力開発のためには、中間支援組織や地域マネー
ジャー が重要であると指摘した。
後藤（2008）は地域内に閉じた「内発的発展」ではなく、
地域固有の文化や生態系に基づくまちづくりで、他地域との
協調・連携のもとで地域の自律を探る「共発的発展」を提唱
した。
また、佐藤（2011）は小田切の議論を継承し、交流産業
はむらおこし運動の延長に展開してきたものも多く、これらの中
小規模の所得機会を農村内にいくつもつくり出し、その利潤が
地域内で循環する仕組みづくりが求められていると述べるとと
もに、こうした仕組みを実際に動かしていくためには、地域内
の各主体の結節点として機能するマネージャー の存在が不可
欠で、農山村においてこうした役割を担っているのは「中間
支援組織」であると述べている。
このように、農村における内発的発展は、地域の自律が必
要であるとしながらも、「外部の力」の積極的な活用が不可
欠な段階にきていることが議論され、都市農村交流の効果的
な運営が指摘されている。
Ⅴ．「グリー ンツ リーズム論」の研究動向
1990 年代後半のポストバブルの時代、ウルグアイラウンド農
業合意による農産物輸入の拡大を与件として、農村における
地域経済の停滞、過疎化の深まりによる農村社会の脆弱化を
背景に、農村地域政策の柱として都市農村交流政策が打ち
出された。特にグリー ンツ リーズムについては、その意義や効
果を地域振興、ツ リーズム、農村地域経済の面から評価し、
多様に議論された。
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次にグリー ンツ リーズム論の研究動向について、社会学、
観光学、経済学の各学問領域から整理し、それぞれの研究
動向を明らかにする。
１．社会学領域からの研究動向
農業の多角化の視点から、山崎（2001）、大島（2001）、
小山（2001）はヨー ロッパ農村の動向を紹介し、グリー ンツー
リズムという農村政策の必要性を提唱した。山崎はグリー ンツー
リズムを定義し、①あるがままの自然のなかで、②農家などそ
こに居住している人たちの手によるサ ビースで、③農村のもつ
さまざまな資源・生活・文化的ストックなどを、都市住民と農
村住民との交流を通して活かしながら、地域社会の活力の維
持に貢献していると述べている。
グリー ンツ リーズムについては、農林水産省の施策に連動す
る形で全国農業会議所や都市農山漁村交流活性化機構によ
り報告書が発行され、また、旅行会社等の積極的な情報発
信により農村政策として広く知られるようになっていった。（注１８）
徳野（2008）は、交流人口増を求め、農村において「ブー
ム」的に行われている体験交流の受け入れに消耗する農村
の様子をみて、取り組む目的が「経済事業」や「担い手対策」
なのか、それとも「地域活性化」なのか、行政や住民が都
市農村交流活動を類型化し、明確な目的や活動指標をもって
取り組むことが必要であると指摘している。
青木（2008、2010）は、グリー ンツ リーズムを持続可能な
活動に転換していくための検討を行い、西欧との比較におい
て、わが国の多彩なメニューによる都市農村交流や、体験重
視で地域ぐるみの受け入れによるグリー ンツ リーズムを「日本型
グリー ンツ リーズム」と定義し、西欧農村社会と異なり、小規
模複合経営を特徴とする日本の農林漁家がグリー ンツ リーズム
のビジネスを開始する場合、必然的に小規模なものになるとし
て、地域内の多様なセクター （民泊、民宿、レストラン直売所、
体験工房等）による広域連携が必要であると述べている。さ
らに、地域一体型、広域連携には行政の継続した支援が欠
かせず、行政と実践団体、農家をつなぐ、中間支援機能を
担う組織の必要性と人材の確保を指摘する。
また、青木（2008）は、過疎高齢化に悩む農山村の再生
には、その対極にある都市住民との協働、共生、協発という
相互主義の発想が不可欠であると、都市農村交流の新たな
意義を指摘し、協発的発展を提唱した。
青木はさらに、観光学分野の農村の観光開発というグリー
ンツ リーズムの幅広な解釈に対置し、「住民による都市農村交
流」という枠の中にとどめることにより、それが内包する農村
の持続性や環境保全の意義が明確化できると主張した。
荒樋（2008）もこれを支持し、「グリー ンツ リーズムは、農
村サイドの担い手である農家女性や高齢者の主体的な選択
肢、あるいは生き方探しの選択肢であり、都市生活者の旅行
活動というよりも、それらを視野においた農村住民が自らのふ
るさとに対して『誇り』を取り戻す運動」であると、農村住民
に及ぼす効果を重要視した（注１４）。
また、荒樋はグリー ンツ リーズムの経済効果は必ずしも大きく
はなく、地域内の関連産業の連携による相乗効果を求める必
要があると指摘した。
２．観光学領域からの研究動向
観光学分野からの考察では、安村（2013）が、グリー ンツー
リズムは従来のマスツ リーズムに代わるオルターナティブツ リー
ズムであると述べた。
また、長谷（2009）は、グリー ンツ リーズムは農村に滞在し
て余暇を楽しむ観光であり、農林漁業の体験と交流のできる
民間主導の観光形態は、地元住民が主体となって運営できる
観光地づくりであると述べている。
溝尾（2009）は、グリー ンツ リーズムによる農村での消費
拡大に期待するとともに、このような新しい観光動向は若者のＩ
ター ンも促していると述べている。
安島は、限界集落問題の視点から農村の観光的価値につ
いて考察し、観光は、地域の農業や漁業が存続してはじめて
成立し、集落の維持・再生に貢献できると述べている。
社会学の視座が、グリー ンツ リーズムが農村や住民に及ぼ
す影響を重要視したのに対し、観光学においては、マスツー
リズムやリゾ トー開発の行き詰まりを踏まえ、農村の地域資源
に注目した観光地づくりを中心とした議論であった。
３．経済学領域からの研究動向
一方、経済学分野からは農村地域政策や経済効果の考
察がなされている。
井上（2011）は、わが国のグリー ンツ リーズムの特徴を規定し、
①全国各地の市町村では、グリー ンツ リーズムを受け入れる協
議会等が、農作業体験や農村体験学習を取り入れ、「休養よ
り体験重視」になっており、これは西欧諸国の「静かな環境
で何もしないでリラックスする」グリー ンツ リーズムと対照的であ
ること。②わが国では ILO132 号条約（年次有給休暇制度
に関する条約）を批准しておらず、長期休暇の取得が習慣
化していないためグリー ンツ リーズムの滞在日数が短いこと、③
農村での主要な滞在施設は、西欧諸国の農家民宿に対して、
公設滞在施設の利用が多いことを挙げている。そして、グリー
ンツ リーズムが農村政策として全国的に普及・拡大し、受け皿
としての条件整備は行政、関係団体、地域住民の一体となっ
た地域づくりの取組として行われてきたとして、「地域経営型グ
リー ンツ リーズム」であると指摘した。
宮崎（2006）も井上と同様に、日本において長期休暇制
度が未確立であることによる西欧諸国との社会的慣習の違い
を指摘し、我が国のグリー ンツ リーズムの特徴として、①日帰り
型が多いこと、②農林漁業、農山漁村の体験重視であること、
③農村サポ ターー やリピ ターー の存在、④受入農村側が組織
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的に対応することを指摘している。
また、宮崎は地域経営型グリー ンツ リーズムが 1990 年代後
半以降、農協の広域合併、市町村合併、普及センター や土
地改良区の再編が進行して、住民が出資、労働、農産物出
荷、土地提供などにより、地域経営体に参加する方法が主流
になってきたと述べ、課題として、①農村住民の村づくりによる
自然・景観・文化といった農業・農村の多面的機能の保全と
活用、②中間組織や地域経営体を中心にしたグリー ンツ リーズ
ム産業と地元の農林漁業との産業連関の強化、③顔の見え
る者同士の関係づくりが必要であると指摘している。
増田（2009）はグリー ンツ リーズムが観光行為から進化し、
観光産業が成立するためには、地域資源に価値を付して観
光資源とする「観光資源化」の過程と、それを利用して対価
を得ることのできるサ ビースや商品をつくり販売する「観光商
品化」の過程があると分析し、グリー ンツ リーズムを持続的経
済行為として行うコミュニティビジネス形成のために、農業者な
どの零細な観光業者が利用できる外部経済（観光資源の開
発・管理）を積極的に形成する中間支援組織が地域の観光
をサポ トーし、推進することが必要であると述べている。
また、藤田、大井（2015）は、グリー ンツ リーズムの経済
効果について和歌山県田辺市において実証研究を行い、直
売事業や農家レストランにおける地産地消重視の取り組みが
地域内連携により経済効果を生んでいると、コミュニティビジネ
スとしての効果について論じている。
Ⅵ．「地域づくり」に関する研究と都市農村交流
地域づくりについては、1990 年代初頭までのリゾ トー開発を
中心とする「地域活性化」の反省の中で、特にバブル崩壊
後の 90 年代前半以降で論じられてきたが、最近の地方創生
の流れのなかで、都市農村交流や田園回帰をめぐる地域づく
りの議論が活発になっている。
小田切（2015）は、地域づくりの 3 つの意義として、①地
域振興の「内発性」、②画一的でなく、福祉や環境を含めた
「総合性」、地域の実情を踏まえた「多様性」、③従来とは
異なる新たな仕組みを内部に創り出す「革新性」を指摘した。
そして、日本創生会議が発表した、いわゆる増田レポ トーの「地
方消滅論」に対抗し、地域づくり論を展開した。地域づくりの
３つの柱として、①複数人の地域リー ダーの存在、②生活諸
条件の整備と集落機能の維持、③地域資源保全型経済の
構築と小さな経済の集積を挙げた。
また、小田切は地域づくりにおける都市農村交流の意義と
して、第一は、農村の人々が地域の価値や宝を都市住民の
目を通じて見つめ直す「鏡効果」が自らの暮らしをめぐる独
自の価値観の再構築（＝「暮らしのものさしづくり」）を可能に
し、過疎化の深化により農山村に拡がる「誇りの空洞化」を
反転させる力を持つこと、第二は、一般的な観光業とは異なり、
鏡効果によるお互いの学び合いが要因となり、多くのリピ ターー
を獲得することから、交流産業としての条件が備わっていると
指摘する。そして、地域の「新しい価値」のさらなる上乗せ
を実現することにより、地域づくりの持続化に向けた可能性を
見出すことができると述べた。
藤山（2016）は、近年の若年世代の地方移住の増加に注
目し、島根県の中山間地域を集落単位でみたときに子供の増
加傾向が認められることから、若年世代の「田園回帰」が
はじまったと分析し、毎年、地域に人口の１％のＵＩター ン者を
増やすと長期的な人口安定化が展望できるという、「田園回帰
１％戦略」を提唱した。
筒井（2016）は小田切の議論を継承し、田園回帰戦略は、
農村における取り組みが都市農村交流から移住というプロセス
を丁寧に積み重ねていくことが重要であると指摘し、人口とい
う没個性的な捉え方だけでなく、地域づくりに不可欠なヨソモ
ノの受け入れという質的な意義を強調した。
図司（2014）は、都市農村交流は「交流」から「協働」
の段階にきていると捉えた上で、外部人材である「地域おこ
し協力隊」の地域サポ トー活動を分析し、若者たちには、都
市のよさ、農山村のよさの両方を理解し、ネットワ クーをつない
で、そのときの自分が活躍できる場所に足場を置こうとする「し
なやかさ」が感じ取れ、若者たちの動きは農村へ移住・定住
する「狭義の田園回帰」にとどまらず、都市と農村の間での「対
流」が生まれる局面にあり、地域住民がそれにどう対応する
かが問われていると提起した。
小田切はまた、「地域マネジメント」は行政のみの仕事と決
めつけることはないと述べ、農村においても、ＮＰＯなどの中間
支援組織が部分的に担当する例もあると言及している。
一方、岡田（2013）は地域内の多様な生産者ネットワ クー
による地産地消の地域内産業連関を意識的に構築し、地域
のさまざまな経済主体が地域内で再投資する力を高めること
が、一人ひとりが輝く地域経済、地域社会の再生につながると
「地域内再投資力」と「地域内経済循環」を提唱している。
また、大森（2015）は政府の「まちひとしごと創生法」に
かかる地方創生政策を取り上げ、依然として都市の吸引力は
強いが、少なからざる人々が積極的に農村へ向かい始めたと、
「向村離都」の動きをみて、都市と農村の人の流れを交流
から対流へ転回させるためには、田舎暮らしの中に真の豊か
さと幸せがあることを発信できなければならず、そのためには、
都会の人びとと共に里山・里地・里川・里海の再生と活用に
乗り出す必要があると述べている。
地域づくり論では、都市農村交流による経済効果、また、
外部人材の知恵や力を最大限取り込む必要性が示唆されて
いる。
Ⅶ．おわりに―都市農村交流研究における残された課題―
都市農村交流をめぐる研究動向について時代区分に応じた
４つの分野から研究動向をみてきた。
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オイルショック後の低成長期に生じた貿易摩擦を背景に農産
物輸入が拡大、農家は農業経営の多様化を求められ、都市
農村交流事業も農業・農村政策により普及していった。交流
事業の主要な担い手は女性であり、事業への参画や女性起
業は、農村女性の経済面での自立と農家経営への参画を促
した。農村の過疎・高齢化や兼業農家の増加により、農村
女性の地域運営への参画が指摘されているが、都市農村交
流における女性主体の取り組みは、農村における女性の主体
形成を促進していくといえよう。
また、内発的発展論やグリー ンツ リーズム論で指摘されてい
るように、都市農村交流は、農村における地域づくりと不可分
に議論されてきた。過疎・高齢化が深まりをみせる農村にお
いて、都市農村交流の有用性が示唆されており、従来以上
に外部資本や外部人材を農村内部に取り込み、一体的に地
域づくり行っていくことが求められている。
さらに、都市農村交流は、農村住民に生活の再評価の機
会を与えた。交流の鏡効果により、高齢化や人口減少で沈
滞感の漂う農村に、「誇り」や「自信」の回復をもたらすと論
じられている。また、地域現場の調査では、若者の田園回
帰が注目され、地域おこし協力隊による地域活動の事例や移
住者の子弟により学校が存続した事例などが報告されている。
都市農村交流や田園回帰の意義や効果を、住民心理の面か
ら捉えることも必要であろう。
都市農村交流やグリー ンツ リーズムが議論されはじめてから
20 年余りであるが、農村における取り組みは、規制緩和とと
もに国や自治体による支援を受けて、全国的にさまざまな拡が
りをみせている。若者の田園回帰の動きや社会貢献志向の
高まりは、農村にとっては「希望」である。しかしながら、経
済効果に注目すると、交流事業一つひとつの所得効果は大き
くない。現在、地域づくりとして論じられている都市農村交流
を、農村の産業にまで発展させるには多くの課題がある。今後、
地域内連携により経済効果を上げ、コミュニティビジネスとして
持続的に発展させていくことが期待されており、そのための研
究が求められるところである。
都市農村交流は国や自治体の政策支援により発展してきた
経緯があり、行政と個別農家や住民をつなぐ中間支援組織の
存在や意義が指摘されている。
新しい内発的発展論では、交流産業における地域内の各
主体の結節点として働く中間支援組織の役割が指摘され、ま
た、グリー ンツ リーズム論では、地域一体型、広域連携にお
いて、中間支援組織の必要性と人材確保が指摘されている。
さらに、地域づくり論においても、中間支援組織が地域マネジ
メントを部分的に担うことに言及している。
しかしながら、先行研究では、都市農村交流における中間
支援組織の必要性が指摘されながらも、個別具体的な分析
には至っていない。都市農村交流は、女性起業などによる農
業の６次産業化やグリー ンツ リーズム、また、若者の田園回帰
の動きなどの拡がりをみせており、今後、都市農村交流をコミュ
ニティビジネスとして、農村の新たな産業に発展させていくた
めには、それぞれの交流における中間支援組織の役割や活
動について、詳細な分析及び考察が求められるところである。
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１）『農業・農村の多面的機能、
　http://www.maff.go.jp/j/nousin/noukan/nougyo_kinou/』（2016.4.1 参
照）
２）内閣府「農山漁村に関する世論調査」（平成 26 年 6 月）によると、
都市住民の農山漁村への定住願望は「ある」、「どちらかというとある」
が 31.6％あり、前回調査（平成 17 年 11 月）の 20.6％を大きく上回っ
ている。
３）『「都市と農山漁村の共生対流」と「グリーンツーリズム」との関
係、http://www.maff.go.jp/j/nousin/kouryu/kyose_tairyu/k_kyotai/』
（2016.4.1 参照）
４）藤田（2012）は、都市・農村交流は「グローバル化した都市型社
会が抱える悩み、諸問題の解決に糸口を与え、さらには均衡のとれた
国土づくりや持続可能な循環型社会の構築を目指す政策課題を推進
する上でも貴重な手がかりを与えてくれる。」と指摘している。
５）大浦（2008）参照。「都市と農山漁村の共生・対流」は新たなビジ
ネスチャンスの場として、農林水産省、総務省、文部科学省、環境省、
国土交通省、経済産業省、厚生労働省および内閣府の８府省連携に
よるプロジェクトチームが立ち上げられ、2005 年に「都市と農山漁村
の共生・対流の一層の推進について」の提言がなされた。
６）徳野（2008）p.79 参照
７）『平成 25 年版厚生労働白書、図表 2-4-10 働く目的、
　http://www.mhlw.go.jp/wp/hakusyo/kousei/13/dl/1-02-4.pdf』（2016.4.1
参照）
８）小田切、筒井編著（2016）pp134 ～ 139。NPO 法人ふるさと回帰
支援センター（2002 年設立、地方移住を支援）への相談は、2009
年以降、40 歳代以下の来場者割合が高まっている。
９）宮城は女性起業の特徴を、①志とビジネスの調和、②メンバーの平
等主義（全員参加）、③地域へのこだわり、④サイドビジネス（副業）、
⑤マルチビジネス（複業）、⑥ネットワ クーの多層性、⑦女性個人の所
得の明確化、⑧家族従業から経営参画への転換であると整理してい
る。
１０）田代らは、戦前・戦中・戦後の農村女性の労働の過酷さと生活改
善の取り組み、また、その後の家族経営協定等による農村における女
性の地位向上の取り組みの経緯を明らかにするとともに、現在、農業者、
生活者として中心的な担い手になっている女性の負担軽減の必要性を
指摘している。田代編 (2004)を参照。
１１）徳野は、現代の農村は、結婚による女性の居住も含め、UＩター ン
などの「住民属性の移動性（転居・住居などの長期間移動）」と、
就労先の拡散化、分散化による「流動性（日常生活のなかでの通勤・
通学などの移動）」により、農村の人々は家族・近隣・集落の人 と々
の狭義な生活世界と集落外の広域的生活世界の二元的生活世界を有
していると指摘した。
１２）鶴見は内発的発展の特徴を次の４点に整理している。
　① 　内発的発展は経済学のパラダイム転換を必要とし、経済人に代え、
人間の全人類的発展を究極の目的としている。
　② 　内発的発展は他律的・支配的発展を否定し、分かち合い、人間
解放など共生の社会づくりを指向する。
　③ 　内発的発展の組織形態は参加、協同主義、自主管理等と関連し
ている。
　④ 　内発的発展は地域分権と生態系重視に基づき、自主性と定常性
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を特徴としている。
１３）ＣＲＥの「ネオ内発的発展論」の概念については、ニール・ウォー ド
ら（2005）が次のとおりまとめている。
　「いかなる地方も外来的な力と内発的な力は併存しており、地方と外部
の相互作用は地域レベルでは必然だからである。そこで重要となるの
は、こうした広範なプロセス、資源、行動を自分たちに操縦できるように、
どのようにして地域自ら能力を高めていくかにある。これがネオ内発的
発展という概念である。そして、そのポイントは、地方とそれよりも広い
範囲に及ぶ政治的、制度的、交易的、自然的な各種の環境とダイナミッ
クに相互作用する関係の構築であり、さらにそうした相互作用をいかに
して仲介するかにある。」
１４）荒樋（2008）はグリー ンツ リーズムの農村地域への普及・拡大には
政策誘導が大きな影響をもち、山崎がその中核においた地域住民へ
のエンパワーメントよりも農村政策としての定着を重視し、対象地域の
特殊な観光開発としてグリー ンツー リズムを操作的に提示したと指摘して
いる。
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